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る被告ylは､本件映画を収録 したマスター ･フイルムを製造 し､同じく著作
権の存続期間が満了した映画をDVD化 して販売等を行 う日本の会社であるY2
















































































































(4)｢45年改正法附則 2条 1項の解釈 としては,45年改正法が施行された昭




正されたのであるから,45年改正法附則 2条 1項と本件改正法附則 2条とで異
なる解釈をすべきではない｣とするXlらの主張に対 しては､｢45年改正法附則




























理由とするXlらの主張に対 しては､東京地裁の判決 (3-2①) と同様の論
理でこれを否定した｡
(3)本件改正法の ｢立法者意思,本件改正法附則 2条の趣旨及び映画ビジネ
スに対する影響等にかんがみると,本件改正法附則 2条 l項の ｢施行の際現に｣
















過規定は,あえて,施行期 日を平成16年 1月 1日とし (附則 1条),同日にお
いて,改正前の著作権法による著作権が消滅 している映画の著作物については
改正著作権法54条 1項の規定を適用 しないものとした (附則 2条)のであるか
ら,個々の国会議員の認識や内心の意思はともかく,上記経過規定自体から推
知される立法者意思としては,昭和28年に公表された映画の著作物については,
その著作権の保護期間を延長 しないとい うものであったとい うはかない｡｣と
した｡







から,本件改正法附則 2条の ｢施行の際｣とい う文言を,平成16年 1月 1日午
前零時の直前,すなわち,平成15年12月31日午後12時の直前をも含むものとし
て理解することの合理性は,兄いだし難いところであり,同様に,｢施行の際










































































された平成16年 1月 1日において既に消滅 しているから,昭和28年に公表され
た映画の著作物について,改正著作権法54条 1項の規定が適用されないことは
文理上明らかであ (り)｣､それに反 した解釈はできないとされた｡
5 最高裁判決 (平成19年12月18日 :上告棄却)の判旨
｢--･本件経過規定 (筆者注 :本件改正法附則 2条)中の ｢-の際｣という
文言は,一定の時間的な広がりを合意させるために用いられることもあり,｢-
の際｣ とい う文言だけに着目すれば,｢この法律の施行の際｣という法文の文




































る｡ しかし･本件文言は,上記のとお り,新法令の施行 日においても継続する
こととなる旧法令下の事実状態又は法状態が想定される場合に,新法令の施行
日において現に継続中の旧法令下の事実状態又は法状態を新法令がどのように















































































































目において｣とい う文言と同義であると解釈 している点であろう15｡ そして､
このように解釈する限り､昭和28年公表映画の著作権が消滅する平成15年12月



























を行 う前提として､立法者意思が ｢明白な｣ことを求める- 最高裁が､立法
趣旨論によって延長肯定の結論を採るとは思われない｡
















著作権が消滅 している｣ とい うことになるからだ｡ただ､そ うだとすると､
｢この法律の施行の際現に著作権が消滅 している｣ とい うことは ｢この法律の
施行の目において著作権が消滅 している｣ということと同義であると同時に､
｢この法律の施行前に著作権が消滅 している｣ということとも同義ということ


























































































































6 文化庁長官官房著作権課 「解説 著作権の一部を改正する法律について」コピライト508
号（2003)24頁参照。












12 この点は､平成15年改正法の施行 日の前日午後12時と施行 日当日の午前0時を同-時点と
解す､解さないとは関係ない0
13 つまりこの見解は､直前状態含意論を補強する見解 ともいえる｡
14 例えば､五味 ･前掲注(2)179-180頁Oまた､ローマの休 日仮処分事件決定に関するもの
であるが､横山久芳 ｢判批｣NBl.844号 (2006)35-38頁参照｡
15 正確にいえば､ローマの休 日仮処分事件決定も､同じ解釈を採る｡
16 ｢決め｣の問題 と指摘されている｡宮坂 ･前掲注 (2)74頁参照｡
17 横山 ･前掲注(13)37貞参照｡














































し､施行 されるまでの期間を考慮 して､さらに保護期間を暫定的に 一年間延長する
こととしたいと考えます｡｣ (衆議院 ｢第62回同会衆議院文教委員会会議録｣ 1号3
-4頁｡)











昭和15年改正法が保護の継続を前提 としていたことは推認 されなくないとしか評価 してい
ない｡ (聞達 して平出 ･前掲注(2)10頁参照｡)
いずれにしても､① 本件最高裁判決が明什性を求めた意味や､② 4度 目の暫定延長の審
議 と昭和45年改正法の審議で会期を異にしていることの捉え方など､この問題について論
じられるべき点は種々存在 しよう｡
*校正中にLU卜英久 ｢批判｣『最新Fり例知財法 〔小松陽 一郎先生還暦記念論文集〕』(青林書院 ･
2008)762頁に触れた｡
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